
参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３ 

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類 

事業番号 ★D17－5－7 

要綱上の 

事業名称 
（39） 地域振興・産業誘致に向けた調査事業 

細要素事業名 閖上東地区産業誘致のための意向確認等調査委託業務 

全体事業費 11,800千円 

【事業内容】 

災害危険区域に指定した閖上東地区では土地区画整理事業により土地を集約整序し、地域産業

の再生及び新たな産業の誘致を目指し、産業用地として整備を進めている。 

平成３０年度より本格的な企業誘致活動に取り組んでおり、平成 30 年 12 月に第一期 4 区画

（合計面積約 9,319㎡）の公募を行っている。 

閖上東地区の産業用地については、約 15ha と広大であり、平成 31 年度においても企業誘致

活動に取り組んでいく必要があることから、アンケート調査、PR用のパンフレット作成など係

る事業費を措置するものである。 

特に、企業アンケートについては、他自治体の防集移転元地への進出業種の立地動向の調査分

析など、アンケート対象事業者の抽出を行い確率の高い企業誘致活動に取り組んでいく。 

 

【基幹事業との関連性】 

土地区画整理事業で整序された土地に企業が進出することで、被災者の働く場の創出や賑わい

づくりにつながり、基幹事業の実施効果を促進する。 

 

【事業年度】 平成 30年度～平成 31年度 

 

【平成 31年度業務内容】 

①事業者アンケート調査 

②産業用地の公募に係る支援 

③不動産鑑定評価 

④PR用パンフレット作成 

 

【今回申請事業費】  4,380千円 

 

【参考：これまでの事業費合計】 

平成２８年度    １０，８００千円（★D23-4-2） 

平成２９年度     ５，０００千円（★D23-4-2） 

平成３０年度     ７，４２０千円（★D17-5-7） 

 

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごと

に作成してください。 

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、 

  全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。 

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。 


